
ＦＭくしろ「市役所からこんにちは」資料（令和２年３月放送分） 

放送日 令和２年３月 30 日(月曜日)午前 10時 5分～10時 20分 

              

（話題1）新型コロナウイルス感染症について 

【質問：エフエムくしろ パーソナリティー】 

今日は、蝦名市長にお越しいただいてお話しいただきます。それでは、市長、どのような

お話でしょうか？ 

【回答：市長】 

新型コロナウイルス感染症対策についてお話します。 

国内でのコロナウイルス感染症の発症を受け、関係各部による情報収集を強化するため、

市では、１月３０日に「釧路市新型コロナウイルス感染症庁内連絡会議」を立ち上げました。 

その後、２月２３日に、市内において感染症患者が確認された事を受け、庁内体制の整理

および非常時対応に備えるため「釧路市新型コロナウイルス感染症対策本部」を設置すると

ともに、感染者対応の全市的医療連携を強化するため、市立釧路総合病院をはじめとする市

内医療機関、釧路市医師会など、関係機関と情報交換や緊急対応協議について継続的に実施

しています。 

なお、市内でクラスターを発生させないよう市有施設の休館や、市主催行事について中止

や延期を行ってきましたが、道による緊急事態宣言が解除されたなか、市民生活や経済的影

響を踏まえ、アルコール消毒液の設置や定期的な換気、３７．５度以上の発熱がある方の利

用制限を実施するとともに、①換気の悪い密閉空間②多数が集まる密集場所③間近で会話や

発声する密接場面のクラスター発生の３条件が重ならないようにするなど、感染症拡大防止

策を行った上で、４月１日（水曜日）からの市有施設の開館、各種行事の平常化に向け、準

備を進めています。 

また、学校関係では、２月２７日から３月２４日までの臨時休業、そして、引き続き現在、

春休みに入っていますが、４月の新学期からは、学校を再開します。始業式については、小

学校・中学校ともに４月６日（月曜日）です。学校や家庭、ＰＴＡの皆様には、検温・手洗

いの徹底、マスクの装着、こまめな換気の実施など、感染症対策をしっかりと講じていただ

くよう通知をしています。 

入学式については、小学校は４月６日（月曜日）、中学校は４月７日（火曜日）に行い、

卒業式と同様に、在校生や保護者は参加せず、できるだけ簡素化した内容にするよう、工夫

して実施しますが、小学校では、児童の発達の段階を考慮し、保護者も参加できます。 

なお、高校については、北海道教育委員会からの通知を踏まえ、本日（３月３０日）午後

からの釧路市教育委員会にて正式決定しますが、学校再開、入学式ともに、４月８日（水曜



日）予定で準備を進めています。 

今後も、市民の皆さんの健康と安全・安心な生活を守るため、現状を的確に把握し、国や

道等からの情報収集に努め、必要な対応を迅速に行えるよう、しっかりと対策を進めていき

ます。 

なお、市民の皆さんには、これまでとおり、手洗い、咳エチケットの励行など、正しい情

報に基づき、冷静に行動していただくとともに、集団感染を防ぐため、換気が悪く、人が密

に集まって過ごすような空間に集団で集まることを避けるようお願いします。 

 

【問合先】健康推進課 TEL：０１５４－３１－４５２４ 

商業労政課 TEL：０１５４－３１－４６１１ 

教育支援課 TEL：０１５４－２３－５１８９ 

  



（話題２）令和２年度の予算案について 

【質問：エフエムくしろ パーソナリティー】 

続きまして、皆さんにお知らせしたいことはございますか？ 

 

【回答：市長】 

釧路市の令和２年度の予算案の重点的なポイントについて、ご紹介いたします。 

令和２年度予算編成に関しては、健全で安定した財政運営を確保していくために、経済を

活性化し、市民の所得の向上を図り、個人市民税など市税の増収に結び付く取り組みに集中

的に投資することを重視した予算編成となりました。 

このまちに生まれ育つ「ひと」が生きがいを持って暮らし続けられること、医療や福祉、

教育など、生活基盤が充実し、誰もが健康で安全・安心を実感できること、そして、「まち」

と「ひと」がつながりを強めて力を結集することが、夢と希望があふれる「みらい」につな

がっていく。 

そのようなまちづくりを目指し、釧路市の最上位の指針である「釧路市まちづくり基本構

想」の重点戦略を推し進める５つの政策テーマを定め、予算の重点化に努めたところです。 

政策テーマの１つ目、「地元企業の振興と地域経済を担う人材の確保」では、釧路市ビジ

ネスサポートセンター「ｋ－Ｂｉｚ」の事務局体制を強化し、企業の売り上げ増と雇用創出

を通じた地域経済の活性化を図るとともに、商工会議所や地元企業等との連携協力体制を構

築し、企業の情報や魅力等の発信などを通して、若い世代の地元定着を図ります。 

政策テーマの２つ目、「地域資源を活かした世界一級の観光地域づくり」では、観光立国

ショーケースの最終年を迎えることから、釧路、阿寒、音別、それぞれの地域特性を活かし

た観光振興の取り組みを展開し、インバウンド誘客に向けた受け入れ態勢の整備を地域一丸

となって進め、目標達成に向けた取り組みを加速させていきます。 

また、令和３年度にアジア圏で初めて、北海道で開催される、アドベンチャートラベル・

ワールドサミットの実行委員会に参画し、欧米豪から本地域への誘客促進に取り組みます。 

政策テーマの３つ目、「学力向上と幅広い連携による子どもたちの可能性の拡大」では、

北海道教育大学との連携により中学校に放課後学習サポートを導入するなど、中学校におけ

る学力向上に重点的に取り組むとともに、地域が持つ自然や歴史、文化、産業などの教育資

源を活用した学習や地元企業と連携したキャリア教育などを通して、次代を担う子どもたち

が地元に愛着や誇りを持つ人材として育つよう、取り組みます。 

政策テーマの４つ目、「コンパクト・プラス・ネットワークを基本とする持続可能なまち

づくり」では、地域公共交通再編実施計画に基づくバス路線の再編を進め、乗り換え拠点の

整備を行うとともに、音別地区において、地域の人々が集い、交流を行う拠点となる施設の



整備に取り組みます。 

政策テーマの５つ目、「『強靭化』『防災』の考え方を取り入れた地域社会の構築」では、

釧路市強靭化計画に基づき、地域の経済を支える道路、港湾、空港といった社会基盤を整備、

維持していくための取り組みを進めてきたところであり、大都市圏と釧路をつなぐ陸路とな

る幹線道路網の整備促進、海路となる港湾機能の充実、空路となるたんちょう釧路空港の機

能向上など、陸海空の拠点としての機能の充実に努めます。 

その他、新たな取り組みとしましては、第７魚揚場代替施設の整備に着手するほか、東港

区中央埠頭の新たな検討を始めるなど、まちの未来を見据えた社会基盤の整備に取り組みま

す。 

 

また、新たに子育て世代包括支援センター事業を実施し、母子保健コーディネーターによ

る妊娠期から子育て期にかけての切れ目のない支援を行うほか、産後ケア事業や子育て支援

拠点センターにおける利用者支援事業など継続し、安心して子どもを産み育てられる環境整

備を進めていきます。 

 以上、令和２年度予算の一部につきましてご紹介いたしました。より詳しく予算のポイン

トをまとめた資料は、市のホームページに掲載しておりますので、是非ともご覧ください。 

 

【問合先】都市経営課企画担当 TEL：０１５４－３１－４５０２ 

  



（話題３）第２期 まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定について 

【質問：エフエムくしろ パーソナリティー】 

続きまして、皆さんにお知らせしたいことはございますか？ 

 

【回答：市長】 

「第２期 釧路市まち・ひと・しごと創生総合戦略」についてお知らせします。 

市では、２０１５年（平成２７年）に地域一体となって人口減少に立ち向かう

「釧路市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、人口減少が進む中でも、

地域の活力を維持するための取り組みを推進してきました。 

昨年６月、国は「まち・ひと・しごと創生基本方針２０１９」を発表し、切れ

目ない地方創生の取り組みを進めるよう、地方自治体に要請があったことから、

釧路市においても、第２期総合戦略の策定に取り組んできました。 

市の人口ビジョンにおいては、このまま人口減少が進むと、２０４０年(令和２

２年)には、約１０万６,０００人まで減少すると推計しました。 

これに対し、総合戦略に掲げる人口減少対策の取り組みを進めることにより、

同年に推計よりも３万２,０００人多い１３万８,０００人を維持する将来目標を

設定しました。 

市の人口減少の大きな要因は、多くの若者が進学や就職で釧路を離れていくこ

とにあります。 

これを改善していくためには、子どもを生み育てたいという希望を持つ若い世

代の皆さんに、釧路に定着していただくことが最も重要です。 

第２期総合戦略では、地域にあるすべての資源を活用し、プラス成長を目指す

「都市経営」の視点に基づき、市の最上位指針である「釧路市まちづくり基本構

想」と整合を図りながら、「親になる世代を確保する」という最優先課題に取り組

むこととしてします。 

新年度からは、第２期総合戦略の計画期間がスタートします。その施策の推進

に当たっては、地域内の様々な主体が強みを生かしながら課題解決に取り組む

「域内連関」の理念のもと、市民や団体、企業の皆様と力を合わせながら、人口

減少対策に取り組んでまいりたいと考えていますので、皆様のご理解とご協力を

お願い申し上げます。 

なお、策定についてのこれまでの経過や「総合戦略」の内容につきましては、

市のホームページで公表しておりますので、是非ご覧ください。 

【問合先】都市経営課企画担当 TEL：０１５４－３１－４５０２ 


